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新潟県人口：約220万人

新潟市等
（新潟医療圏）

長岡市等
（中越医療圏）

Ⅰ 県央医療圏の現状と課題
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県央医療圏人口：約22万人



Ⅰ 県央医療圏の現状と課題

１ 医療提供体制の課題（圏域内で救急医療対応が
できていない）
〇 約8,000件の救急搬送のうち約25％が医療

圏外へ搬送
〇 中小規模の病院が多数存立し、医師が分散し

たことや、常勤医師の減少、高齢化等から、
救急車の受入縮小・困難となり、救急搬送時
間が長時間化

２ 医療ニーズの変化（高齢者医療への対応）
〇 75歳以上人口は今後も増加
〇 高齢者患者の特徴「多病、多様、非定型」に

対応できる持続可能な医療体制の構築が必要 ２
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１ 医療提供体制の課題①(救急搬送状況①)

圏域外搬送25％以上（2014年 18.6％→2019年 25.3％）

あらゆる領域の疾患が圏域外へ搬送

圏域内で救急医療対応ができていない

３

【疾病等分類別の県央医療圏救急搬送状況（2019）】
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※要請理由は重複あり

※基幹病院整備室調べ

8,607件
（73.8％）

3,051件
（26.2％）

４

重症のみならず、中等症や軽症患者も一定数が圏域外（新潟市、長岡市）へ搬送

１ 医療提供体制の課題①（救急搬送状況②）

【救急要請理由（2019）】＝原因

死亡 241件（3%） 重症 1,157件（14%）

中等症 3,283件
（39%）

軽症 3,678件
（44%）

【救急搬送状況（2019）】

救急搬送 8,359件（圏域内6,247件、圏域外2,112件）

出典：救急患者搬送先医療機関調査（医務薬事課）
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軽症と中等症を中心に圏域外搬送を改善
→ 圏域内搬送を95％程度に！

【救急搬送状況（2019）】＝結果



１ 医療提供体制の課題②（病院勤務医の状況①）

常勤医師は90％程度までに減少 【救急告示病院の医師数（常勤換算）の推移】
（2013を100とした場合の指数）
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若手医師が少なく、勤務医は高齢化

出典：二次医療圏別医師数データ集 -医師の地域別・診療科別偏在と将来推計に関する地域別報告（日医総研）

【病院勤務医の年齢階級別構成比（2016）】

出典：県病院協会会員名簿



２ 医療ニーズの変化①（若年層の急激な減少と後期高齢者の増加）

【県央医療圏の将来推計人口】人口減少の中、75歳以上人口は今後も増加

６



２ 医療ニーズの変化②（高齢者医療ニーズの増加①）

高齢者医療ニーズの増加 【県央医療圏の将来推計人口】

７



２ 医療ニーズの変化②（高齢者医療ニーズの増加②）

○ 高齢者に多くみられる肺炎などは2030年まで増加する一方、
高度専門的な手術や医療を要するがんなどは減少していく見込み

資料：AJAPA（© 2013-2018 産業医科大学公衆衛生学教室）
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〇 圏域内で救急医療対応ができていない
→ 基幹病院（地域で高度な医療を支える柱となる病院）を整備し、圏域

全体で役割分担しながら最大限（95％程度）患者を診る

〇 高齢者医療等への対応
→ 症例が増える高齢者医療や軽症を中心とした救急・一般的な外来は、

医療需要等に合わせて、できるだけ身近な地域密着型病院等で診る
→ 症例が減る高度、専門的な医療や重症を中心とした救急・専門的な外

来は基幹病院に集約し、医療の質を高め、医師を育てられる環境も整備

〇「地域で高度な医療を支える柱となる病院」として、県央基幹病院
を整備し、救急医療や高度・専門的な手術、外来が必要となったと
きに、質の高い医療を提供

〇ニーズの多い入院（後期高齢者・軽症患者等）・外来については、
地域包括ケアを支える地域密着型病院（済生会三条病院、県立吉田
病院、加茂病院）等で対応 ９

Ⅰ 県央医療圏の現状・課題への対応

今後の医療需要等に対応するため、県央地域全体の医療再編が必要



１）診療 急性期医療：「ER救急」、感染症（重点）、専門医療、高齢者
２）教育 人材育成、医学生・研修医、メディカルスタッフ研修
３）特長 医工連携、薬科大学との連携
４）地域 県央地域の一員として活動、貢献
５）運営 「働きやすい」病院環境

県央地域の患者さんを県央地域で診る

10

Ⅱ 県央基幹病院のミッション

■令和５（2023）年度開院予定
■病床数 400床：一般396床（急性期）感染症4床
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Ⅱ 県央基幹病院の概要

機能 概 要

救急・外傷医療 さまざまな重症度・疾患の救急を受入れ、断らない救急の実現

専門医療

がん医療（地域がん診療病院）・感染症医療・透析医療体制等の確保
・超急性期を除く脳卒中、脳神経疾患の救急患者の治療
・虚血性疾患、急性心不全等の循環器内科治療
・特殊疾患を除く消化器系疾患の治療
・呼吸器内科疾患の治療、呼吸器外科手術後の治療
・正常分娩、低出生体重児出産
・夜間小児救急対応、トリアージ機能
・急性期・維持透析、糖尿病合併症の重症例の治療

教育研修・
医工/薬学連携

・基幹型臨床研修病院として、医学生の臨床実習の受入れや臨床研修医・専門医
の育成、総合的な診療能力の育成

・ものづくりのまち燕三条のものづくり企業や新潟薬科大学との連携

高齢者医療
・高齢者疾患の急性疾患の対応
・退院後の生活機能の回復を視野に入れた早期のリハビリテーション
・地域包括ケアシステム構築への貢献

災害医療 地域災害拠点病院の機能（DMAT・ヘリポート整備）

・隣接医療圏との連携を強化、圏域内の病院との連携・役割分担により、救急医療をはじめとした
急性期医療・入院医療に重点化（外来診療は地域密着型病院と連携し、基幹病院では紹介患者に対応）

・救急車を断らない病院、若手医師がキャリアアップできる教育・研修病院
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県央基幹病院の救急医療について①

・地域救命救急センターを併設、地域における救急の拠点
（大動脈瘤破裂等の特に高度・専門的な医療は他圏域）
・既存病院等との連携のもと、最低限二次救急は完結

整備基本計画(H28)

①人口減少、疾病構造の変化
（高齢者医療の需要増、重症・高度・専門医療数減少）

②国の医療制度改革、医療の高度化
（地域医療構想、働き方改革、医療技術の進歩等）

③医師の減少、高齢化
④既存病院の救急機能、医療機能の更なる低下（中等症対応も困難）

計画策定時以降の状況変化と新たな課題

【
状
況
変
化
】
【
課
題
】

救急搬送の比較 H26 H30 
高齢者の搬送割合 59.6% 64.9%
重症 16.7% 13.5%
中等症・軽傷 79.5% 83.9%

●重症・高度・専門医療の症例が減少する中、対応には専門医師
をはじめ手厚い体制が必要だが、医療資源は限られている

●既存病院の救急機能等が低下する状況では、圏域内で二次救急
機能を維持することすらできない



県央基幹病院の救急医療について②

・高度化が進む医療に対応するため、隣接する救急セン
ター等と連携を強化

・救急機能、急性期機能（手術）を集約し、
・一次、二次と三次（一部）の救急を365日、24時間受け

止められる

ER救急医療体制の構築が必要

ER（emergency room）救急医療体制とは

対応方針(R1.12)

…重症度、傷病の種類、年齢に関わらず、すべての救急患者を診
療する「断らない救急」 13

〇救急医と総合診療医の協働体制
（救急車→救急医が対応、ウォークイン患者→総合診療医が対応）

〇平日日中の一次・二次は地域密着型病院等との役割分担で対応
〇救急隊、ｵﾝｺｰﾙの専門医師等と連携（ICTの活用で病態、画像情報を共有、

迅速対応）



新潟・中越医療圏
救命救急センター

県央基幹病院（燕労災・三条総合）
圏域内の救急医療・専門医療の中心的な役割

〇救急患者の診断、治療を行い、緊急度・重症度や
専門性により圏域外搬送の要否を判断

〇公立・公的５病院の急性期・手術機能を集約

地域密着型病院
各地域における高齢者医療等の中心的な役割

〇慢性疾患をもつ高齢者の入院診療、重症化予防
〇日中の軽症を中心に救急受入
〇地域に必要な外来機能は維持
〇急性期を脱した患者の県央基幹病院からの転院

民間病院

超急性期の脳卒中や心臓血管外科手術
など、より高次の救急医療、高度専門
医療

役割分担 診療支援

富永草野
整形外科

三之町
脳神経外科

済生会三条 県立吉田 県立加茂
診療所、県央応急診療所

連携

連携

連携連携

連携

〇断らない救急（ＥＲ救急）により
住民が救急医療に困らない

・圏域外搬送の改善（25％→５％）、
搬送時間の短縮

・ファーストタッチ、円滑な搬送体
制による救命率向上

〇安心できる医療の提供により高齢
者が地域で生活できる

・外来や回復期リハビリなどの身近
な医療の提供

・基幹病院からの外来支援（医師派
遣）

・介護や福祉との円滑な連携

１ プレＥＲ救急体制 ２ 基幹病院のハード整備 ３ 地域密着型病院の機能転換
・断らない救急体制の段階的拡充
・みんなで成長する教育研修体制
構築

①救急を重視したハード整備
②ＩＣＴ活用の医療システム導入
③感染症対策に工夫した設計

「３つの実施項目」と「県央地域の患者を診るスタッフ確保」で実現

重症～軽症の様々な症例が集まり、介護・福祉との連携があるなど、地域医療の現場経験が積める充実したキャリアパス環境
がある、さらに医療再編、ＥＲ救急病院立ち上げを一員として経験できることに、魅力を感じ共感するスタッフを確保する

①高齢者の入院需要等に対応できる機
能転換、地域に必要な外来機能確保

②加茂・吉田病院は機能転換に適う
民間ノウハウを活かした運営を導入

相互
補完

県央基幹病院だけでなく地域全体で協働して
住民が救急医療に困らない、地域で安心して生活できる医療体制を目指します

14

Ⅱ-2 県央基幹病院と周辺病院との機能分担と連携



よくあるご質問①

日中の受診については、近くの診療所、済生会三条病院、
加茂病院、吉田病院などのかかりつけ医を受診してくださ
い。専門の医療が必要となった場合、医師からの紹介で県
央基幹病院を受診することになりますが、救急を要し、や
むをえない場合は、紹介状なしでも県央基幹病院で受け入
れるようにします。

軽いけがや体の調子が悪くなったときに、どこに受診すれ
ばいいですか？県央基幹病院は、いつでも受診できますか？

現在、燕労災病院、三条総合病院にかかっていますが、
県央基幹病院開院後はどうなりますか？

燕労災病院、三条総合病院に現在通院中の方で、県央基
幹病院開院時に引き続き治療が必要な場合、原則、継続し
て県央基幹病院で受診することになります。 15



よくあるご質問②

日中の軽症などの場合は、済生会三条病院、県立吉田病
院、加茂病院等のほかの病院でも受け入れます。

重症の場合や、夜間・休日の場合は、県央基幹病院で受
け入れる形になります。

救急要請があれば、県央基幹病院で全て受け入れるので
すか？

16

県央地域全体の救急件数約8,000件のうち、県央基幹病
院では、6,000件程度を受け入れることを目指します。

さらに圏域内の他病院と応急診療所とも協力し、県央地
域全体で救急患者さんを95％程度まで受け入れることを目
指します。

県央基幹病院 地域密着型病院、応急診療所等
6,000件程度 1,600件程度

【イメージ】



よくあるご質問③

県央基幹病院である程度治療が進み、病状が落ち着きま
したら、ほかの病院に転院することになります。

転院先となる済生会三条病院、吉田病院や加茂病院等の
地域密着型病院に県央基幹病院の医師を派遣する予定であ
り、安心して医療を受けられる体制を目指します。

救急車で運ばれた人全員が、完治するまで県央基幹病院
に入院できるのですか？

1717

県央基幹病院の医療費はどうなりますか？

基本的には、近くの病院を受診した場合と同じ医療費で
す。

ただし、緊急の場合以外でほかの病院からの紹介状が無
く受診した場合はご負担額が大きくなります。 17



２ 救急・感染症・ICT等に対応したハード整備

18

【参考】 県央基幹病院開院に向けた準備状況

① ＥＲ救急体制構築の核となる４名の医師を確保、取組を開始

② みんなで成長する教育研修体制を構築

１ 救急診療体制の段階的拡充（プレＥＲ救急体制）

① レントゲン・ＣＴとの一体的整備（→迅速な救急）

② 多くの患者に対応可能な見渡せるレイアウト・設計

③ 陰圧対応の病棟・発熱外来スペースの確保

④ 院内どこにいてもアクセスできる電子カルテシステム

２ 救急・感染症・ＩＣＴ等に対応したハード整備



救急診療体制の段階的拡充（プレＥＲ）
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救急診療体制の段階的拡充（プレＥＲ）
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救急診療体制の構築

●県外先進地の取組・体制も積極的に学び、ＥＲ救急体制を構築

●救急医療体制構築に向け、メディカルスタッフの人材育成の取組を実施
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教育研修体制の構築

●基幹型臨床研修病院指定を目指し実践形式で研修医受入れ（R4～研修医８名受入）

22

R4.7.28現在
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動画掲載サイトYouTube

医 師 確 保

動画掲載サイトYouTube 動画掲載サイトYouTube

YouTubeLive・Zoom配信 オンライン海外留学支援制度説明会



看 護 師 確 保

24



３感染症対策に工夫した設計

＜設計＞
〇救急外来は多くの救急搬送患者を受け入れるため、災害医

療における優先度（ＣＳＣＡ）の思想のもと、視認性のよ
さ・機動性の高さが得られる設計

Command＆Control 指揮所
Safety 感染予防
Communication スタッフ同士の意思伝達
Assessment 診療体制、診療進展度の評価

〇救急搬送患者が迅速に検査を受けられる放射線機器の配置

〇感染症対応のため陰圧仕様の個室や多床室を設置
〇感染症拡大時には７階Ａ病棟を感染病棟として、レッ

ドゾーン（感染者支援エリア）、イエローゾーン、グ
リーンゾーン（通常支援エリア）にゾーニング

〇そのほか、１階に発熱外来スペースを確保

指揮統制

２ＩＣＴ活用の医療システム導入

〇情報収集を素早く、時間・場所に縛られない環境を整備
・救急医や上級医によるコンサルト
・多職種コミュニケーション
・救命救急センターからのモニタリングによる診療支援
・地域密着型病院との合同カンファレンス
・職員の働き方改革への対応

〇患者の利便性向上

１救急を重視したハード整備

＜機器整備＞
〇救急医療・急性期医療の中心となる病院として必要でパ

フォーマンスが高く、患者の身体に負担の少ない治療を
可能とする機器を整備

〇地域密着型病院との共同利用

県央基幹病院のハード整備（建築・設計ＷＧ）

25
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医工連携

金属加工業の集積する地元産業の特色を活かし、医師を
はじめとする医療スタッフ、地元企業、医療メーカーが
協力し、医療機器や福祉器具の開発を推進。
県央基幹病院内には医工連携のための医工連携室を設置。


